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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第１部門第２区分
【発行日】平成31年4月4日(2019.4.4)

【公開番号】特開2017-169602(P2017-169602A)
【公開日】平成29年9月28日(2017.9.28)
【年通号数】公開・登録公報2017-037
【出願番号】特願2016-55560(P2016-55560)
【国際特許分類】
   Ａ６１Ｂ   3/10     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ａ６１Ｂ    3/10     　　　Ｒ

【手続補正書】
【提出日】平成31年2月22日(2019.2.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４５】
  なお、ＯＣＴユニット１００の構成については、ＯＣＴのタイプに応じた公知の技術を
任意に適用することができる。例えばスウェプトソースタイプのＯＣＴ装置の場合には、
低コヒーレンス光を出力する光源の代わりに波長掃引光源が設けられると共に、干渉光を
スペクトル分解する光学部材が設けられない。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８０】
　（ＯＣＴ画像形成部）
　ＯＣＴ画像形成部２２１は、第１走査により得られる干渉光ＬＣの検出結果に基づいて
、第１断面Ｃ０における形態の時系列変化を表すＯＣＴ画像（第１ＯＣＴ画像）を形成す
る。また、ＯＣＴ画像形成部２２１は、第２断面Ｃ１，Ｃ２に対する第２走査により得ら
れる干渉光ＬＣの検出結果に基づいて、第２断面Ｃ１における形態を表すＯＣＴ画像（第
２ＯＣＴ画像）と、第２断面Ｃ２における形態を表すＯＣＴ画像（第２ＯＣＴ画像）とを
形成する。各ＯＣＴ画像の形成方法の具体例は、例えば本出願人等による特開２０１３－
２０８１５８号公報（特許文献２）に記載されているので、詳細な説明は省略する。
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